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●山梨中央青果商業協同組合

　山梨中央青果商業協同組合（小松義文理事長
　組合員108社）は、甲府市地方卸売市場を利用す
る青果物の小売と卸売を行っている事業者で構成
されている。
　組合の主要事業は、甲府市地方卸売市場からの
青果の仕入れ代金を組合員に代わり組合が一時立

替払を行い、その後組合員から回収するという「代
払精算事業」を行い、円滑な仕入業務により組合員
に貢献している。
　また、「福利厚生事業」では、組合員やその従業
員、市場関係者や関係機関などを交えた「マス釣り
大会」「親睦旅行」「新年懇親会」を開催し、相互の
交流を深めている。さらに、組合員の取引上のトラブ
ルなどの解決のため「無料法律相談会」も実施し、
組合員の事業運営の支援にも力を入れている。
　甲府市地方卸売市場が毎年11月に主催している
「消費者感謝デー」は、青果や鮮魚の消費増加と地
元小売店からの購入をピーアールすることを目的と
しており、組合も積極的に参加し、組合員の売上向
上をサポートしている。
　普段は市場に入れない一般消費者に市場を開放
し市場を知ってもらうとともに、消費者に感謝の気持

ちを込めて無
料の野菜釣
りやバナナの
たたき売り、
マグロの解
体ショー、カ
ニ汁などの試食を行っているイベントで、多くの県民
に好評を頂いている。
　小松理事長は「近年、大型小売店の影響による
組合員の激減や高齢化社会到来の中での買い物
難民の問題に対する取り組みの必要性を認めてお
り、今後も、組合事業の合理化と活性化を進め、組
合、組合員が一丸となり青果の小売業界を再構築
し、組合員の経営の安定に貢献しながら地域の流通
を守るために、組合事業を積極的に展開しなければ
ならない。」と今後の課題についても話してくれた。

●甲府市管工事協同組合

　甲府市管工事協同組合（齊藤鉄也理事長　組
合員52社）では、組合員と組合の事業継続を目的と
して事業継続計画（BCP）の講習会を1月13日に開
催した。
　組合は、甲府市の上水道の維持を共同受注し市
民のライフラインを守る重責を担っている。大規模

災害が発生し水の供
給が止まってしまった
場合、組合は甲府市
との「災害応急復旧
工事等に関する業務
協定」に基づき、人員
を確保し設備・資材
を提供して復旧工事
にいち早く取り組む
こにとなっている。し

かし、組合員事業所も被災により復旧業務に携われ
ない事態になる可能性もあるため、組合と組合員が
災害時の事業復旧方法をあらかじめ決めておく必
要があるとして、昨年9月から11月にかけ、5回に渡
り「事業承継・事業継続アドバイザー」の佐藤雅信
氏の指導を受けBCP策定に取り組んできた。指導
の中では事業継続に必要な経営資源や業務の洗
い出しを行う「事業の棚卸」を中心に計画策定の具
体的な手順や考え方を学び、実効性の高い計画と
するための演習も行い、計画の見直しを行った。今
回の講習会はその集大成として、組合で策定した計
画の骨子の説明と各組合員企業による策定取り組
みについて理解を深めるために開催した。
　齊藤理事長は「組合と組合員が協力し、行政と市
民の期待に応えてライフラインの早期復旧が行える
体制を整えることで、組合及び組合員が市民生活の

維持に無くて
はならない存
在であること
を理解しても
らえ、組合の
共同事業や
組合員の業
務の信用力も
アップにつながるため、組合員が永続的に事業を続
けるためにも必要な取り組みである。」と語った。
　BCP策定は、災害への対応策だけではなく、組合
員同士が経営資源を補完し事業継続のための経営
力強化にもつながることから、組合の新たな共同事
業としても注目されている。組合としてのBCP策定
に関するご質問・ご相談は、中央会連携組織課ま
で。
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New association introduction

　県内の11社と都内1社の鉄筋工事事業者により山
梨県鉄筋工事協同組合（沼田三郎理事長）が、昨年末
に設立された。鉄筋工事業の組合は山梨県では初め
ての設立となる。
　鉄筋工事は橋脚やトンネル、マンションなどコン
クリート構造物の基礎部分を構成するために無くて
はならない業種であるが、近年、鉄筋工事の技能工が
減少し続けており、県内鉄筋工事業界の存続が危ぶ
まれている。
　鉄筋工事は建物やコンクリート構造物の基礎工事
であり、建築全般の知識の上に強度計算などの専門
的知識を要し、施工図の作成や工場での前段取り・加
工、現場での施工技術と多くの技術力が必要とされ
る。施工管理者（専任技術者）には国家資格が必要と

されているだけでなく、現場で施工を行う技能工も
時間をかけて育てていかなければならず、人材不足
の状態が続くと、将来的には県内で建設工事が滞る
ことも危惧される。
　山梨県の鉄筋工事業者が安定して事業を行うため
には、人材採用と育成、技術レベルの底上げや維持に
業界として取り組んでいかなければならないという
危機感があり、今回の組合設立に至った。
　理事長に就任した沼田三郎氏（㈱沼田鉄筋　代表
取締役会長）は、「本県の鉄筋工事業者はほとんどが
小規模で従業員が少なく、個々の事業者が技術者や
技能者の育成を行うことは難しいのが現状。同業者
はライバルであるが、業界を取り巻く状況は切迫し
ており、同業者で力を合わせなければ個々の事業者

の事業継続も難しいところまで来ている。そこで、志
を同じくする鉄筋工事業者が鉄筋施工技術を継承で
きる体制を業界として整え、若い人材の確保、技術資
格取得や施工技術向上の講習会の開催、安全衛生な
どの教育指導などを積極的に実施し、業界の存続と
発展を目指していく。」と語った。
　今回の組合設立は全国的に見れば後発であるが、
鉄筋工事業界の中で先進的な取り組みとなる期待は
大きい。
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